
地産地溝¢推進に  
（地産地消）   ～消未着と生産者の  

「顔が臭え、転がセきる」関係づくりを目指して柑  

この他にも、観光での取組、地場農産物の加エ、情報提供活動など多様  
な活動が行われています。   



○市町村又は農協が設置した産地直売所数は、全国2，982ケ所あり、1ケ所当たりの年間販売  
総額は7，462万円で、そのうち、地場農産物（当該市町村、隣接市町村で栽培された農産物）  
は4，759万円で63．8％を占めている。  

○公立の小・中学校及び共同調理場（調査対象1，636ケ所）における地場農産物の使用状況は、  

「恒常的に使用している」が76．6％で、「使用していない」（14．0％）を大幅に上回っている。  

1産地直売所当たりの産地別年間販売額 小・中学校における地場農産物使用状況   
（市町村、農協が設置したもの2．982ケ所）  

＜生産者＞  ＜消責者＞  
・生産者と消責者の信頼関係の構築  

・消責者ニーズの把握と生産現場への活用  

・「食」や「農」についての理解  

・農業者の所得の多様化  

○産地の競争力を強化！   

消費者ニーズが即座にわかる。   

○収益アップ！   

流通コストの削減につながる。   

○多様な販売方法！   

少量や多品目で販売できる。  

○とにかく新鮮！   

身近な場所でつくられた新鮮な農産物が食べ  

られる。  
○安心感がある⊥   

直接見て、聞いて、話して生産状況が確かめ  
られる。  

○面白い！   

地場の多様な産品について、コミュニケーヨン  

しながら購買できる。  

地産地消は、流通やコミュニケーションに加え、食への理解・関心を高  

めることを通じて、食育の推進にも寄与するものです。  
【食育基本法】  

（前文）  

‥■様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食活を実践す  

ることができる人間を育てる食育を推進することが求められている。＝・  

（第23条）  

国及び地方公共団体は、・・・農林水産物の生産された地域内の学校給食等における利用その  
るものと   



例えば、「学校給食に地場農産物をもっと取り入れたい」場合・・・  

地産地消の活動は、地域内の連携が必要です。  
地域の関係者がどのような役割が必要かを検討する場づくりや  

実行するための具体的な計画づくりを進めましょう。  



地域の皆さんが連携して、実践的な地産地消推進計画づくりを進めましょう。  

（平成19年度末目模 全国900地区）  

地産地消推進計画の内容（例）  

○地産地消を活かした産地づくり  

○生産者と消費者の交流活動  

○直売所などにおける取組  

○学校、福祉施設における取組  

○観光施設、外食産業などにおけ   

る取組  

○地産地消の人材育成、情報提供   
など  

農林水産省では、食料・農業・農村基本計画に基づき、農政改革推進本部の下で、地  
産地消をはじめとする各般の施策につき、関係部局が連携を取りながら進めています。  

TEL O3－3502－－8111（代表）FAX O3－3597－0142  

生産局生産技術課（内線4728）  

TEL O22－263－－1111（代表）  

生産経営流通部 農産課（内線4089）  

TEL O75－451－9161（代表）  

生産経営流通部 農産課（内線2318）  

TEL O86－224－4511（代表）  

生産経営流通部 農産課（内線2416）  

TEJO48－600・－0600（代表）  

生産経営流通部 農産課（内線3307）  

TEL O76－263・－2161（代表）  

生産経営流通部 農産課（内線3315）  

TEL O96－353－3561（代表）  

生産経営流通部 農産課（内線4213）  

TEJO98－866－0031（代表）  

農林水産部農畜産振興課（内線379）   

TEJO52－201・－7271（代表）  

生産経営流通部 農産課（内線2416）  




